〈様式３〉
団体に関する申出書

令和　　年　　月　　日

団体の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　当団体は、法人または法人格を持たない任意団体（以下「法人等」という。）であり、次のすべての条件を満たしています。
(1) 市内において、子育て支援に関わる活動を３年以上行っていること。  

(2) 仕様書に掲げた内容を全て実施できること。 

(3) ５人以上で組織していること。 

(4) 法人等又はその代表者が、契約を締結する能力を有するものであること。 

(5) 法人等又はその代表者が、川崎市税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 

(6) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成することを主たる目的としていないこと。 

(7) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれらに反対することを主たる目的としていないこと。 

(8) 特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的としないこと。 

(9) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構成員又は暴力団の構成員でなくなった日から5年を経過しない者を含む。）の統制の下にないこと。 

(10) 公序良俗に反しないこと。 

≪法人のみ≫ 

(11) 川崎市契約規則第2条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。 

(12) 川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。 

(13) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立がなされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立がなされていない者。 

(14) 川崎市業務委託有資格業者名簿の当該契約に対応する業種である「99：その他業務」に登録されている者。
≪法人格を持たない任意団体のみ≫ 

(15) 団体の運営に関する定款、規約又はこれに相当する書類を備えていること。 

(16) 予算及び決算を適正に行っていること。
